
岩国市移動支援事業実施要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は、屋外での移動に著しい制限のある身体障害者（児）、知的障害者（児）、精神

障害者、発達障害者（児）又は難病患者（以下「障害者等」という。）について、外出のための

移動の支援を行うことにより、障害者等の地域での自立生活及び社会参加を促すため、岩国市移

動支援事業（以下「事業」という。）を実施することについて、必要な事項を定めるものとする。 

 （実施主体） 

第２条 事業の実施主体は、岩国市とする。ただし、市長は、事業の全部又は一部を適切な事業運

営が確保できると認められる法人に委託することができる。 

 （利用対象者） 

第３条 事業の利用対象者は、市内に居住し、かつ、住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）の規

定に基づき住民基本台帳に記載されている者で、次の各号のいずれかに該当する障害者等であっ

て、社会生活上必要不可欠な外出又は余暇活動等の社会参加のための外出について、市長が移動

の支援の必要があると認めた者とする。 

(1) 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第４項に規定する身体障害者手帳の交付

を受けた者で、身体障害者福祉法施行規則（昭和25年厚生省令第15号）別表第５号身体障害

者障害程度等級表に定める１級から３級までの視覚障害のあるもの 

(2) 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第４項に規定する身体障害者手帳の交付

を受けた者で、身体障害者福祉法施行規則（昭和25年厚生省令第15号）別表第５号身体障害

者障害程度等級表に定める1級に該当するものであって両上肢及び両下肢の機能の障害を有

するもの又はこれに準ずる肢体不自由のあるもの 

(3) 療育手帳制度要綱（昭和48年９月27日厚生省発児第156号厚生事務次官 

通知）に基づく療育手帳のＡ又はＢの交付を受けている者 

(4) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第45条第2項の規定によ

り精神障害者保健福祉手帳の１級の交付を受けている者 

(5) 精神障害を事由とする年金の１級を現に受けている者 

(6) 上記(1)、(2)、(3)及び(4)に該当する者のうち18歳未満である者 

(7) 前６号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める者 

 （事業内容）  

第４条 事業の内容は、次に掲げる業務を行なうものとする。 

(1) 個別移動支援業務 障害者等の外出における個人への移動支援 

(2) グループ移動支援業務 複数の障害者等からなるグループの外出における集団への移動支

援 

２ サービス提供範囲は、原則として１日の範囲内で用務を終えるものに限る。 

（申請） 

第５条 事業を利用しようとする者（以下「利用者」という。）又はその保護者（以下「申請者」

という。）は、岩国市移動支援事業利用申請書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。 

（決定及び却下） 

第６条 市長は、前条の規定により申請を受理したときは、その内容を審査し、利用を決定又は却

下したときは、岩国市移動支援事業利用決定（却下）通知書（様式第２号。以下「決定通知書」

という。）により申請者に通知するものとする。 

 （変更及び廃止） 

第７条 申請者は、次の各号のいずれかに該当するときは、岩国市移動支援事業利用変更（廃止）

届（様式第３号）により、速やかに市長に届け出なければならない。 

(1) 利用者の住所等を変更したとき。 

 (2) 利用者の心身状況に大きな変化があったとき。 

 (3) 利用の中止をしようとするとき。 

 （決定の取消し） 



  

第８条 市長は、利用者が次の各号のいずれかに該当するときは、第６条の規定による利用決定を

取り消すことができる。 

 (1) この事業の利用対象者でなくなったとき。 

 (2) 不正又は虚偽の申請により利用決定を受けたとき。 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、市長が利用を不適当と認めたとき。 

 （利用の方法） 

第９条 利用者が事業を利用しようとするときは、決定通知書を事業者に提示し、事業者に直接依

頼するものとする。 

 （利用者負担金） 

第10条 利用者は、利用者負担金として事業の利用に要する経費の１割の額を事業者に支払うもの

とする。ただし、実施地まで赴く際の交通費及びその他の費用が発生したときは、利用者負担金

とは別に当該実費を負担しなければならない。 

２ 利用者及びその属する世帯が次の各号のいずれかに該当するときは、前項に規定する利用者負

担金を免除する。この場合において、世帯認定方法は、障害者総合支援法に基づく介護給付費等

の支給決定に係る世帯認定方法を準用する。 

 (1) 生活保護法（昭和25年法律第144号）に基づく生活扶助を受けている世帯  

 (2) 世帯主及び世帯員の当該年度（４月から６月までの間の利用については、前年度とする。）

の市民税が非課税である世帯 

 （職員の配置） 

第11条 事業者は、利用者に対して適切なサービスを提供できるよう、事業者ごとに職員の勤務の

体制を定めておかなければならない。 

 （事業者の責務） 

第12条 事業者は、サービス提供時に事故が発生した場合は、市長及び家族等に速やかに連絡を行

なうとともに、必要な措置を講じなければならない。 

（帳簿の整備） 

第13条 事業者は、事業の運営に関し常に必要な諸帳簿を整備し、事業終了後５年間保存しなけれ

ばならない。 

（その他） 

第14条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要領は、平成18年10月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成24年７月９日から施行する。 

附 則 

１ この要領は平成 28年３月 23日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要領の施行の際、現に提出されているこの要領による改正前の岩国市移動支援事業実施要

領による障害福祉サービス等利用申請書（次項において「旧様式」という。）は、この要領によ

る改正後の岩国市移動支援事業実施要領による岩国市移動支援事業利用申請書とみなす。 

３ この要領の施行の際、現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使

用することができる。 

 



  

別表１ 

個別移動支援の単価 

区分 所要時間 金額（円） 

身体介護を伴う場合 

 

      ～   ３０分 ２，３００ 

    ３０分～１時間００分 ４，０００ 
１時間００分～１時間３０分 ５，８００ 
１時間３０分～２時間００分 ６，６２０ 
２時間００分～２時間３０分 ７，４４０ 
２時間３０分～３時間００分 ８，２６０ 
３時間００分～３時間３０分 ９，０８０ 

以後、所要時間が３０分増すごとに８２０円を加算 

身体介護を伴わない場合 

       ～   ３０分   ８００ 

    ３０分～１時間００分 １，５００ 
１時間００分～１時間３０分 ２，２５０ 
１時間３０分～２時間００分 ３，０００ 

以後、所要時間が３０分増すごとに７５０円を加算 
備考 

 夜間（午後６時から午後１０時までの時間をいう。）又は早朝（午前６時から午前８時までを

いう。）に移動介護事業を行った場合は、１回につき所定額の１００分の２５に相当する額を所

定額に加算し、深夜（午後１０時から午前６時までをいう。）に移動介護事業を行った場合は、

１回につき所定額の１００分の５０に相当する額を所定額に加算する。 

  移動支援中に単なる待ち時間が発生した場合は、５００円／３０分で算定することとする。 

別表２ 

グループ移動支援の単価算定に係る係数 

ヘルパー： 

利用者比率 
1：２以下 １：３以下 １：４以下 １：５以上 

係数 1.2 1.4 1.6 1.8 

 



  

 
岩国市移動支援事業利用申請書 

 
年  月  日 

 
岩 国 市 長  様 

 
岩国市移動支援事業を利用したいので、次のとおり申請します。 

 

申 

請 

者 

フリガナ  

生年月日       年  月  日 
氏  名 

              

 

個人番号： 

居 住 地 

〒                 

電話番号（    ）  － 

ＦＡＸ番号（    ）  － 

フリガナ  

生年月日    年  月  日 

支 給 申 請 に 係 る 

児 童 氏 名 

 

 

 

個人番号： 
続 柄 

 

身体障害者 
手帳番号 

 
療育手帳 
番  号 

 
精神障害者保健

福 祉 手 帳 番 号  疾病名  

 

サ
ー
ビ
ス
利
用
の
状
況 

障 害 福 祉 

関係サービス 

障 害 支 援 

区分の認定 
有・無 

区分等 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

非該当 

有効 

期間 
 

利用中のサービスの種類と内容等 

介 護 保 険 

サ ー ビ ス 

要介護認定 有・無 要介護度 要支援（ ）・要介護 １ ２ ３ ４ ５ 

利用中のサービスの種類と内容等 

 

 

申
請
す
る
支
援
の
種
別
・
内
容 

種 別 

□ 個別支援型 □ 身体介護有り 

 

 

□ 身体介護無し □ グループ支援型 

内 容 
（利用施設等） 

 

様式第１号（第５条関係） 



様式第２号(第６条関係) 

第     号  

  年  月  日  

 

岩国市移動支援事業利用決定（却下）通知書 

 

様 

 

岩国市長         印  

 

岩国市移動支援事業の利用について、次のとおり決定したので通知します。 

 

 

決定 

登録番号 
 

利
用
決
定
者 

ﾌﾘｶﾞﾅ  

生年月日  年 月 日 
氏  名  

 

居住地 
 

 

ﾌﾘｶﾞﾅ  

生年月日 年 月 日 利用決定 

児童氏名 

 

所得区分 
 

有効期間 
年 月 日から 

   年 月 日まで 

種 類 
□ 個別支援型 □ 身体介護有り 

□ 身体介護無し □ グループ支援型 

費用負担  上限利用時間 時間／１か月 

備 考 
 

注意事項 

１ ■が決定したサービスとなります。 

２ 本事業を利用する際は、この通知書を委託事業者に提示してください。  

３ 記載事項等に変更があったときには、岩国市長にその旨を届け出てください。 

 

 却下 

却下理由 

 

 

 

 

 

http://www.city.hikari.yamaguchi.jp/reiki_int/reiki_honbun/word/103190021.doc


  

(特記事項) 

 

１ 各事業において、以下の事項に該当する場合は、事業の利用登録を取り消すものとします。 

 

 ⑴ この事業の対象者ではなくなった場合 

 ⑵ 不正、又は虚偽の申請により利用決定を受けた場合 

 ⑶ 営利目的のための利用 

 ⑷ 政治又は宗教活動のための利用 

 ⑸ 社会通念上、この事業を適用することが適当でない利用 

 ⑹ 派遣奉仕員等に危害を加えた場合 

 ⑺ その他市長が利用を不適当と認めた場合 

 

２ 利用上限額のある事業に関しましては、上限管理を利用者又は保護者が行ってください。 

  また、支給決定量を超えて利用した際には、超過して発生した利用料について、原則全額自己負担

とします。 

 



  

 
岩国市移動支援事業利用変更（廃止）届 

 
年  月  日 

 
岩 国 市 長      様 

 
 

次のとおり 変更 ・ 廃止 をしますので、届け出ます。 
 

申 

請 

者 

フリガナ  

生年月日       年  月  日 
氏  名 

              

 

個人番号： 

居 住 地 

〒                 

電話番号（    ）  － 

ＦＡＸ番号（    ）  － 

フリガナ  
生年月日    年  月  日 

支 給 申 請 に 係 る 

児 童 氏 名 

 

 

 

個人番号： 
続 柄 

 

身体障害者 
手帳番号 

 
療育手帳 
番  号 

 
精神障害者保健
福 祉 手 帳 番 号  疾病名  

１ 変更 

変 更 事 項 変  更  前 変  更  後 

氏 名 等 

  

居 住 地 等   

そ の 他   

※変更した内容を証する書類を添付してください。 
 
２ 廃止 

廃 止 理 由 
 

様式第３号（第７条関係） 



  

 


